










































































































１　特別職

7,814

4.35

38,470

4.35

その他の
特別職

77 27,258

計 102 120,014 25,631 46,284

5,697

4.25

39,345

4.25

その他の
特別職

77 27,177

計 101 123,782 18,720 45,042

長   等 1 6,911 2,117

議   員 -3,849 -875

その他の
特別職

81

計 1 -3,768 6,911 1,242

給　　　与　　　費　　　

区　　　　　分
人
数
（人）

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料
期末手当

地域手当
寒冷地
手　当年間支給率

（月分）

本 年 度

長   等 3 25,631

議   員 22 92,756

前 年 度

長   等 2 18,720

議   員 22 96,605

比　　較
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（単位：千円）

27,258 27,258

89 192,018 40,982 233,000

27,177 27,177

24 187,568 40,946 228,514

65 9,093 3,111 12,204

-4,724 -3,075 -7,799

81 81

65 4,450 36 4,486

　　　明　　　細　　　書

共済費 合　　計 備　　　　　　　　　考
その他
の手当

計

89 33,534 6,040 39,574
・教育長含む
・期末手当
　　市長３０％、副市長２０％、教育長１０％カット

131,226 34,942 166,168
・２／１９まで２１人、２／２０から２２人

24 24,441 2,929 27,370
・期末手当　市長３０％、副市長２０％カット

135,950 38,017 173,967
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２　一般職

　　（１）　総　括 （単位：千円）

　※　共済費は、市町村共済組合追加費用を含んだ額

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

　　（３）　給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員一人当たりの給与

※平均給与は、扶養・住居・通勤・管理職・地域・単身赴任手当を含んだ額

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度
（ 32 ）
679 2,619,119 2,107,092 4,726,211 860,897 5,587,108

前年度
（ 28 ）
690 2,661,884 2,131,849 4,793,733 882,283 5,676,016

比　 較
（  4 ）
-11 -42,765 -24,757 -67,522 -21,386 -88,908

職員手当
内訳

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

前年度 78,420 40,212 35,705

時間外勤務
手 当

本年度 78,789 40,301 33,906 1,344 87,970

1,344 87,970

比　 較 369 89 -1,799

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

本年度 2,250 1,235 107,310 627,433 456,164

前年度 2,250 1,223 108,322 635,810 437,110

比　 較 12 -1,012 -8,377 19,054

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

夜 勤 手 当 地 域 手 当
単 身 赴 任
手 当

本年度 583,951 1,749 84,690

前年度 616,194 1,749 84,988 552

比　 較 -32,243 -298 -552

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備考

給　　料 -42,765

給与改定に伴う増減分 4,959

昇給に伴う増加分 9,769

その他の増減分 -57,493 職員の異動による　他

職員手当 -24,757
制度改正に伴う増減分 29,461

勤勉手当  1.7月→1.8月
扶養手当
　配偶者　10,000円→6,500円
　子　　　　8,000円→10,000円

その他の増減分 -54,218 職員の異動による　他

区　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職 税務職 看護保健職 備　考

平成３０年
１月１日現在

平均給料月額 （円） 322,881 352,117 292,885 320,457

平　均　年　齢 （歳） 41.8 54.1 37.3

平均給与月額 （円） 366,464 379,421 328,039 350,628

41.4

平成２９年
１月１日現在

平均給料月額 （円） 321,069 350,378 284,306 319,375

平均給与月額 （円） 365,269 379,304 315,902 349,428

平　均　年　齢 （歳） 41.8 53.0 36.6 41.3
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　　　イ　初任給 （単位：円）

　　　ウ　級別職員数

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（級別の標準的な職務内容）

区　分 一般行政職 技能労務職 税務職 看護保健職 国の制度一般行政職

高　校　卒 147,100 147,100 147,100 147,100

短　大　卒 159,800 159,800

大　学　卒 179,200 179,200 179,200 179,200

区　　分 級
一般行政職 技能労務職 税務職 看護保健職

職員数
（人）
構成比
(％）
職員数
（人）
構成比
(％）
職員数
（人）
構成比
(％）
職員数
（人）
構成比
(％）

平成３０年
１月１日現在

１級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

16 3.0 1 2.0

２級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

125 23.1 22 44.0 4 14.3

３級
(24) (100.0) ( 4) (100.0) (   ) (   ) (   ) (   )

142 26.4 17 50.0 10 20.0 12 42.8

４級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

129 23.9 17 50.0 10 20.0 7 25.0

５級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

61 11.3 5 10.0 4 14.3

６級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

44 8.1 2 4.0 1 3.6

７級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

11 2.0

８級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

12 2.2

計
(24) (100.0) ( 4) (100.0) (   ) (   ) (   ) (   )

540 100.0 34 100.0 50 100.0 28 100.0

平成２９年
１月１日現在

１級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

12 2.2 3 5.9

２級
(12) (100.0) ( 2) (100.0) (   ) (   ) (   ) (   )

129 23.5 21 41.2 4 14.8

３級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

173 31.6 19 50.0 17 33.3 12 44.5

４級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

102 18.6 19 50.0 4 7.8 7 25.9

５級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

61 11.1 3 5.9 4 14.8

６級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

46 8.4 3 5.9

７級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

14 2.6

８級
(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

11 2.0

計
(12) (100.0) ( 2) (100.0) (   ) (   ) (   ) (   )

548 100.0 38 100.0 51 100.0 27 100.0

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

一般行政職 主事 主事 主任・主査 主幹・統括主幹 課長補佐 課長 参事・副部長 部長
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　　　エ　昇　給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

区　　分 合　計
職種別内訳

一般行政職 技能労務職 税務職 看護保健職 その他

本
年
度

職 員 数 (A) (人) 679 536

３号給 (人) 17 14

27 52 30 34

昇給に係る職員数 (B) (人) 657 525 26 52 29 25

号級数別
内訳

１号給 (人)

２号給 (人) 79 63 10 3 2 1

3

４号給 (人) 461 365 14 40 25 17

５号給 (人) 13 11 2

６号給 (人) 48 39 1 4 1 3

７号給 (人) 1 1

８号給 (人) 38 33 1 3 1

比 較 (B)／(A) (％) 96.8 97.9 96.3 100.0 96.7 73.5

前
年
度

職 員 数 (A) (人) 690 546 34 51 27 32

昇給に係る職員数 (B) (人) 668 534 34 50 25 25

号級数別
内訳

１号給 (人) 1

４号給 (人) 415 334

1

２号給 (人) 89 66 18 4 1

３号給 (人) 20 18 2

15 33 17 16

５号給 (人) 26 23 1 2

６号給 (人) 55 44 1 6 3 1

７号給 (人) 3 3

８号給 (人) 59 46 6 4 3

比 較 (B)／(A) (％) 96.8 97.8 100.0 98.0 92.6 78.1

区　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等
による加算措置

備　考
６月（月分） １２月（月分）

本年度
( 1.075 ) ( 1.225 ) ( 2.30 )

有
2.125 2.275 4.40

前年度
( 1.050 ) ( 1.200 ) ( 2.25 )

有
2.075 2.225 4.30

国の制度
( 1.075 ) ( 1.225 ) ( 2.30 )

有
2.125 2.275 4.40
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　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　　キ　特殊勤務手当

（％）

（％）

　　　ク　その他の手当

定年前早期退職特例措置
(２％～45％加算）

区　　　分
２０年
勤続の者
（月分）

２５年
勤続の者
（月分）

３５年
勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
(２％～45％加算）

備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　　　　　　　分 全職種
職種別内訳

一般行政職 技能労務職 税務職 看護保健職

国の制度
（支給率等）

24.586875

 給料総額に対する比率　 0.03 0.003 0.26 0.14 0.06

 支給対象職員の比率　
6.48 1.87 14.81 46.15 20.00

 （平成３０年１月１日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称  清掃業務従事手当、税務事務従事手当等

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　　じ

地域手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ

－297－



30 199,262 14,789 136,600 47,873

31 1,413,183 47,607 994,600 370,976

計 1,612,445 62,396 1,131,200 418,849

30 66,222 5,544 51,600 9,078

31 84,513 7,392 68,900 8,221

計 150,735 12,936 120,500 17,299

28 224,447 47,675 167,900 8,872

29 401,099 349,600 51,499

30 254,980 242,200 12,780

計 880,526 47,675 759,700 73,151

継続費についての平成２８年度末までの支出額、

見込み及び平成３０年度以降の支出予定額並びに

款 項 事業名

全    体    計    画

年度

市道１－１５６６
号線道路改良事業
（八木原地内）

年割額

左　の　財　源　内　訳

特  定  財  源
一 般
財 源国　県

支出金
地方債 その他

８土木費
４都市計
  画費

 総合公園陸上競
 技場改修事業

２総務費
１総務管
  理費

市民会館施設設備
改修事業

８土木費
２道路橋
  りょう
  費
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28年度末 29年度末 30年度支 30年度末 31年度以 継続費の
までの支 までの支 出予定額 までの支 降支出予 総額に対
出額　　 出(見込) 出予定額 定額　　 する進捗

額　　　 率　　　

199,262 199,262 12.4%

1,413,183 87.6%

199,262 199,262 1,413,183 100.0%

66,222 66,222 43.9%

84,513 56.1%

66,222 66,222 84,513 100.0%

95,945 95,945 95,945 10.9%

529,601 529,601 60.1%

254,980 254,980 29.0%

95,945 625,546 254,980 880,526 100.0%

平成２９年度末までの支出額又は支出額の

事業の進行状況等に関する調書

（単位：千円）
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（平成３０年度提出分）

期 間 金 額

渋川市土地開発公社借入金
損失補償

渋川市土地開発公社がその業務を行うた
めに、1億円を限度として借り入れた資
金のうち、元金及び利子について、償還
期限到来後契約に応じた期間が経過して
も償還できない元利金合計額及び遅延損
害金に相当する額

農業近代化資金等利子補給

渋川市農業近代化資金等融通措置条例に
掲げる資金の貸付限度額及び融資率によ
り融資された資金の償還残額に対し、年
2.5％以内に相当する額

まちなか創業支援

中心市街地で創業等をするための資金と
して借り入れた、群馬県制度融資「創業
者・再チャレンジ支援資金」の償還残額
に対し、約定利率のうち年1.0％を限度
とする額と当該融資にかかる群馬県信用
保証協会への保証料支払額

改元に伴うシステム改修 ２，９７０

県議会議員選挙 ２７，２２７

地域活動支援センターかえ
での園指定管理料

２８，１７０

各種健康診査及び検診業務
委託

９６，２９２

都市計画マスタープラン改
定支援業務委託

２０，９４２

都市計画用途地域及び都市
計画道路の見直し支援業務
委託

２５，８６６

                          債務負担行為で平成３１年度以降にわたるものに

                          支出額又は支出額の見込み及び平成３０年度以降

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

平成30年度
以降

限度額に同じ 限度額に同じ

平成31年度
～

平成45年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成31年度
～

平成34年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
～

平成31年度
2,970 2,970

平成31年度 27,227 27,227 0

平成31年度
～

平成32年度
28,170 28,170

平成30年度
～

平成31年度
96,292 1,339 30,584 64,369

平成31年度
～

平成32年度
20,942 20,942

平成31年度
～

平成32年度
25,866 25,866

特 定 財 源
一般財源

ついての平成２９年度末までの

の支出予定額等に関する調書

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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期 間 金 額

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額

前橋・渋川シティマラソン
実施事業

３，５００

－302－



期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

平成30年度
～

平成31年度
3,500 3,500
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（過年度議決済分）

期 間 金 額

勤労者住宅建設等資金利子
補給

勤労者住宅建設等資金として金融機関か
ら借り入れた資金のうち500万円以内に
対し、その約定利率の基準利率を超える
部分について償還残額の年2.0％を限度
とする額

平成26年度
～

平成29年度
412

農業近代化資金等利子補給

渋川市農業近代化資金等融通措置条例に
掲げる資金の貸付限度額及び融資率によ
り融資された資金の償還残額に対し、年
2.5％以内に相当する額

平成18年度
～

平成29年度
59,447

渋川広域森林組合借入金損
失補償

渋川広域森林組合が林業基盤整備を行う
ために、株式会社日本政策金融公庫から
借り入れた資金の最終償還期限到来後10
か月の期間満了の日において株式会社日
本政策金融公庫が弁済を受けていない元
利金合計額及び遅延損害金に相当する額
借入総額：77,656千円
借入利率：1.00～1.90%

北群渋川農業協同組合借入
金損失補償

北群渋川農業協同組合が農業基盤整備を
行うために、昭和62年度から平成15年度
までに株式会社日本政策金融公庫から借
り入れた資金の最終償還期限到来後10か
月の期間満了の日において株式会社日本
政策金融公庫が弁済を受けていない元利
金合計額及び遅延損害金に相当する額
借入総額：33,600千円
借入利率：1.40～2.95%

群馬用水事業に対する市の
負担

群馬用水土地改良区が施行する群馬用水
事業に対する市の負担額並びに群馬用水
土地改良区が株式会社日本制作金融公庫
から借り入れる群馬用水事業資金の償還
元金及び利子に対する市の負担額

平成18年度
～

平成29年度
73,202

県営赤城西麓土地改良事業
に係る地元負担金

旧赤城村内受益地に係る地元負担金のう
ち、受益者負担分事業費の5％を除いた
額

平成18年度
～

平成29年度
373,994

美術館建物賃借料 ２２６，１９１
平成18年度
～

平成29年度
164,235

まちなか創業支援

中心市街地で創業等をするための資金と
して借り入れた、群馬県制度融資「創業
者・再チャレンジ支援資金」の償還残額
に対し、約定利率のうち年1.0％を限度
とする額と当該融資にかかる群馬県信用
保証協会への保証料支払額

平成27年度
～

平成29年度
244

通学バス運行事業 ３７９，８０８
平成27年度
～

平成29年度
236,739

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

平成30年度
～

平成31年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
～

平成44年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
～

平成37年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
以降

限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
～

事業完了年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
～

平成32年度
61,956 61,956

平成30年度
～

平成33年度
限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
～

平成31年度
143,069 1,171 141,898

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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期 間 金 額

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額

ＬＥＤ防犯灯賃借料 ７１，２１６
平成27年度
～

平成29年度
13,121

小野上農林漁業体験施設指
定管理料

３，８４３
平成27年度
～

平成29年度
2,268

ホームページコンテンツ管
理システム（ＣＭＳ）使用
料

２４，７２９
平成28年度
～

平成29年度
7,518

ＬＥＤ防犯灯賃借料 ８４，８５８
平成28年度
～

平成29年度
10,772

四ツ角周辺土地区画整理換
地処分等業務委託

５８，０７２
平成28年度
～

平成29年度
23,460

校務支援システム賃借料 １０３，１４１
平成28年度
～

平成29年度
37,130

市民会館指定管理料 ６５４，５２９
平成28年度
～

平成29年度
261,335

地域活動支援センターかえ
での園指定管理料

６３，５１７
平成28年度
～

平成29年度
25,042

渋川老人福祉センター指定
管理料

１５２，１８０
平成28年度
～

平成29年度
53,200

小野上高齢者生活福祉セン
ター指定管理料

１４，８２４
平成28年度
～

平成29年度
2,394

小野上地域福祉センター指
定管理料

１４６，３４０
平成28年度
～

平成29年度
54,264

子持福祉会館指定管理料 １５，２９９
平成28年度
～

平成29年度
5,598

子持老人福祉センター指定
管理料

１３６，０２７
平成28年度
～

平成29年度
46,852

子持高齢者能力活用セン
ター指定管理料

２５，７８８
平成28年度
～

平成29年度
9,547
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

平成30年度
～

平成36年度
58,095 58,095

平成30年度
～

平成31年度
1,575 1,575

平成30年度
～

平成32年度
17,211 17,211

平成30年度
～

平成37年度
74,086 74,086

平成30年度 34,612 34,612

平成30年度
～

平成32年度
66,011 66,011

平成30年度
～

平成32年度
393,194 393,194

平成30年度
～

平成32年度
38,475 38,475

平成30年度
～

平成32年度
98,980 98,980

平成30年度
～

平成32年度
12,430 12,430

平成30年度
～

平成32年度
92,076 92,076

平成30年度
～

平成32年度
9,701 9,701

平成30年度
～

平成32年度
89,175 89,175

平成30年度
～

平成32年度
16,241 16,241
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期 間 金 額

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額

スカイテルメ渋川等指定管
理料

６３，９６０
平成28年度
～

平成29年度
42,120

ユートピア赤城等指定管理
料

８４，１２４
平成28年度
～

平成29年度
58,344

白井温泉こもちの湯指定管
理料

１０１，３３０
平成28年度
～

平成29年度
39,942

都市公園等指定管理料 ３４５，７４４
平成28年度
～

平成29年度
134,637

通学バス運行事業 １７１，４５０
平成28年度
～

平成29年度
55,232

体育施設指定管理料 １３８，３３６
平成28年度
～

平成29年度
54,581

総合戸籍システム事業 ６２，８２２
平成28年度
～

平成29年度
17,257

旧総合病院施設機械警備委
託料

３，５３７
平成28年度
～

平成29年度
706

群馬県共済生活協同組合に
対する貸付

共済金の支払いのため、その異常危険準
備金等共済金の支払いに充当すべき一切
の資金を充てても、なお共済金の支払い
に不足を生じ、かつ、金融機関その他よ
り融資を受けられないと認められるとき
は、金額150万円の範囲内で貸付を行
う。

公営企業会計移行業務委託 ３，６４９ 平成29年度 985

通学バス運行事業 ５７，１５０ 平成29年度 8,470

通学バス運行事業 ５７，１５０
平成28年度
～

平成29年度
8,519

情報セキュリティ対策事業 １２８，２５４ 平成29年度 12,736

スカイテルメ渋川等指定管
理料

５，２４６
平成29年度

2,623
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

平成30年度 21,840 21,840

平成30年度 25,780 25,780

平成30年度
～

平成32年度
61,388 61,388

平成30年度
～

平成32年度
211,107 211,107

平成30年度
～

平成32年度
116,218 4,981 111,237

平成30年度
～

平成32年度
83,755 83,755

平成30年度
～

平成33年度
45,565 45,565

平成30年度
～

平成32年度
2,831 2,831

平成30年度 限度額に同じ 限度額に同じ

平成30年度
～

平成31年度
2,664 2,664

平成30年度
～

平成33年度
48,680 1,061 47,619

平成30年度
～

平成33年度
48,631 48,631

平成30年度
～

平成34年度
112,692 112,692

平成30年度 2,623 2,623
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期 間 金 額

事 項 限 度 額

平成 29 年度末までの
支 出 （ 見 込 ） 額

ユートピア赤城等指定管理
料

１２，０９４
平成29年度

6,047

旅館ホテル耐震補強設計補
助事業

１７，９８３ 平成29年度 17,983

都市公園等指定管理料 ７０，６９１ 平成29年度 17,574

第２次環境基本計画策定支
援業務委託

１０，８００

第２次男女共同参画計画策
定支援業務委託

４，０１８

各種健康診査及び検診業務
委託

９７，０９６

前橋・渋川シティマラソン
実施事業

３，５００

たちばなの郷城山等指定管
理料

６７，０３５

市道１－５６１０号線外３
路線道路改良事業（金井地
内）

２０，６２８

市道木の間藤田線道路改良
事業（小野子地内）

８，２７３

生活道路等緊急整備事業 ３０，１７６

ＪＲ渋川駅周辺整備事業 ４１，３８６

ＪＲ八木原駅周辺整備事業 １７，７６６
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期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

（単位:千円）

平 成 30 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

平成30年度 6,047 6,047

平成30年度 0 0

平成30年度
～

平成32年度
53,117 53,117

平成30年度 3,446 3,446

平成30年度 3,448 3,448

平成30年度 89,196 1,220 30,317 57,659

平成30年度 3,500 3,500

平成30年度
～

平成32年度
67,035 67,035

平成30年度 20,628 18,500 2,128

平成30年度 8,273 7,400 873

平成30年度 30,176 30,176

平成30年度 41,386 41,386

平成30年度 17,766 17,766
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（単位：千円）

平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末

区　　　　分 平成３０年度中 平成３０年度中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 普 通 債 21,524,005 21,169,267 1,002,600 3,912,339 18,259,528

(１)総　務 3,191,738 3,349,820 136,600 337,025 3,149,395

(２)民　生 316,361 313,043 2,931 310,112

(３)衛　生 1,349,219 1,255,700 1,054,458 201,242

(４)労　働 64,738 54,136 10,677 43,459

(５)農林水産 573,268 526,604 29,800 100,926 455,478

(６)商　工 5,599 3,732 1,867 1,865

(７)土　木 6,898,489 6,808,033 491,300 987,679 6,311,654

(８)消　防 1,216,444 1,138,275 42,600 139,494 1,041,381

(９)教　育 7,908,149 7,719,924 302,300 1,277,282 6,744,942

２ 災害復旧債 5,150 2,572 807 1,765

(１)農林水産 384 257 128 129

(２)土　木 4,766 2,315 679 1,636

３ そ の 他 17,753,049 17,681,316 1,204,100 1,439,187 17,446,229

(１)減税補てん 412,669 325,385 78,167 247,218

(２)臨時税収補てん 24,393

(３)臨時財政対策 17,315,987 17,355,931 1,204,100 1,361,020 17,199,011

合　　計 39,282,204 38,853,155 2,206,700 5,352,333 35,707,522

　　　　　　　地方債の平成２８年度末における現在高並びに平成２９年度末及び

　　　　　　　平成３０年度末における現在高の見込みに関する調書

平 成 ３ ０ 年 度 中 増 減 見 込 み
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